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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第108期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりま

せん。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

４ 第108期中より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号)及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用しておりま

す(以下も同様であります)。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第106期中 第107期中 第108期中 第106期 第107期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (百万円) ― ― 24,082 ― ―

経常利益 (百万円) ― ― 1,586 ― ―

中間純利益 (百万円) ― ― 987 ― ―

純資産額 (百万円) ― ― 28,337 ― ―

総資産額 (百万円) ― ― 66,166 ― ―

１株当たり純資産額 (円) ― ― 483.22 ― ―

１株当たり中間純利益 (円) ― ― 16.85 ― ―

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 42.8 ― ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) ― ― 792 ― ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) ― ― △328 ― ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) ― ― △291 ― ―

現金及び現金同等物 
の中間期末残高

(百万円) ― ― 10,812 ― ―

従業員数 (名) ― ― 584 ― ―



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第107期までの持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社の重要性が乏しいため記載を省略し

ております。第108期中より中間連結財務諸表を作成しているため、第108期中の持分法を適用した場合の投

資利益は記載しておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

４ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

５ 第106期より発行済株式総数は発行済株式数から自己株式数を控除しない株数を記載しております。 

６ 第107期の１株当たり配当額７円50銭(１株当たり中間配当額２円50銭)には、特別配当２円50銭を含んでお

ります。 

７ 第108期中より中間連結財務諸表を作成しているため、第108期中の営業活動によるキャッシュ・フロー、投

資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の中間期末

残高は記載しておりません。 

  

回次 第106期中 第107期中 第108期中 第106期 第107期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 17,003 18,985 24,082 35,232 41,697

経常利益 (百万円) 803 906 1,649 1,349 2,273

中間(当期)純利益 (百万円) 431 681 1,050 862 1,529

持分法を適用した場合の 
投資利益

(百万円) ― ― ― ― ―

資本金 (百万円) 2,935 2,935 2,935 2,935 2,935

発行済株式総数 (千株) 58,662 58,717 58,717 58,717 58,717

純資産額 (百万円) 25,704 26,772 28,300 26,067 27,677

総資産額 (百万円) 60,116 62,719 66,116 58,993 64,665

１株当たり純資産額 (円) 438.17 456.47 482.60 444.41 471.93

１株当たり中間(当期)
純利益

(円) 7.35 11.62 17.92 14.70 25.57

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 2.50 2.50 3.75 5.00 7.50

自己資本比率 (％) 42.76 42.69 42.80 44.19 42.80

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,392 2,103 ― 2,837 5,678

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △316 △118 ― △451 △711

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,129 △381 ― △2,979 △3,252

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(百万円) 7,827 9,886 ― 8,282 9,999

従業員数 (名) 510 521 551 517 531



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はあり

ません。 

なお、当社の子会社であります、加藤(中国)工程机械有限公司が、平成18年５月より操業を開始いたし

ましたので、当中間連結会計期間より連結財務諸表を作成しております。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の会社が提出会社の連結子会社となっております。 

  

 
(注) なお、同社は平成18年５月より操業を開始しております。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は、就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の従業員の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は、就業人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

提出会社において加藤製作所労働組合が組織されており、JAMに加盟しております。 

労働組合との間に特記すべき事項はありません。なお、連結子会社であります加藤(中国)工程机械有

限公司には、労働組合はありません。 

  

名称 住所
資本金 
(百万円)

主要な事業内容
議決権の
所有割合 
(％)

関係内容

(連結子会社) 
加藤(中国)工程机械 
有限公司

中国江蘇省昆山市 999
建設機械の製品及び
部品の製造販売

100.0

当社建設機械の製品及び部
品の製造販売を一部委託し
ております。 
役員の兼任 ２名

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

荷役機械事業 336

建設機械事業 181

その他の事業 13

全社(共通) 54

合計 584

従業員数(名) 551



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

当社グループは、当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、前中間連結会計期間

との対比の記載はしておりません。 

(1) 業績 

当中間連結期の概況 

 当中間連結会計期間における我が国経済は、企業収益の改善による設備投資の増加、個人消費の持

ち直しなどにより景気は緩やかに拡大してまいりましたが、原油や原材料価格の高騰、金利の上昇な

どにより先行き不透明な状況下のまま推移いたしました。 

 私どもの業界におきましては、国内は民間設備投資の増加、堅調な住宅・マンション建設など民間

需要は一段と回復してまいりました。また、輸出におきましても世界的に需要が拡大してまいりまし

たが、一方では予想以上の需要の増大で、一部の部品や資材等の調達遅れが生じております。 

 このような情勢の中で、当社グループといたしましては、引き続き、経営体質の強化に向けて、全

社をあげて営業努力と経費削減に努め、各種合理化を推進するとともに新製品の開発にも力を注いで

おります。 

 その結果、当中間連結会計期間の売上高はラフテレーンクレーン、油圧ショベルとも好調に推移し

たことにより、国内売上高は186億４千３百万円、輸出売上高は54億３千９百万円、総売上高は240億

８千２百万円となりました。 

 収益につきましては売上の増加、販売価格の改善と、経費削減に努めた結果、営業利益は15億８百

万円、経常利益は15億８千６百万円、中間純利益は９億８千７百万円を計上することができました。

事業の種類別セグメントの状況 

① 荷役機械事業におきましては、国内では民間設備投資の増加、買い替え需要の増大により、大型

ラフテレーンクレーンが大幅に増加したことにより、国内売上高は137億８千６百万円となりまし

た。輸出におきましては、中近東、アジア地域などが好調に推移したことにより、輸出売上高は17

億４千万円となりました。その結果、荷役機械事業全体の売上高といたしましては、155億２千６

百万円となりました。 

② 建設機械事業におきましては、国内では販売体制の整備、積極的な販売活動の推進により主力で

ある20トンクラスの油圧ショベルが大幅に増加したことにより、国内売上高は45億円となりまし

た。輸出におきましては、中国、欧州その他でインフラ整備に伴う需要が増加いたしましたことに

より、輸出売上高は36億９千８百万円となりました。その結果、建設機械事業全体の売上高といた

しましては、81億９千８百万円となりました。 

③ その他の事業におきましては、売上高は３億５千６百万円となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は108億１千２百万円とな

り、前期末と比較して１億８千２百万円増加いたしました。当中間連結会計期間における活動ごとのキ

ャッシュ・フローの状況とこれらの要因は、つぎのとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間の営業活動による資金の増加は、７億９千２百万円となりました。その主な要因

は、法人税等の支払額９億９千９百万円、売上債権の増加６億４千５百万円があったものの、税金等調

整前中間純利益17億２千８百万円、仕入債務の増加８億４千２百万円があったことによるものでありま

す。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間の投資活動による資金の減少は、３億２千８百万円となりました。その主な要因

は、工場関係の機械設備等の取得３億２千７百万円によるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間の財務活動による資金の減少は、２億９千１百万円となりました。その主な要因

は、利益配当金の支払いで２億９千３百万円減少したためであります。 

  

(注)上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当社グループは当中間連結会計期間が連結初年度であるため、前中間連結会計期間の生産・受注・

販売実績の比較情報は記載しておりません。 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) 1 金額は販売価格によっております。 

2 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当社グループの主要製品の生産方式は、ほとんどが見込生産方式なので、受注実績の記載は省略して

おります。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

  

  

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円)

荷役機械事業 15,388

建設機械事業 7,726

その他の事業 418

合計 23,532

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円)

荷役機械事業 15,526

建設機械事業 8,198

その他の事業 356

合計 24,082



３ 【対処すべき課題】 

当社グループは、日々変貌する経済環境に的確に対応すべく、より一層の経営の効率化とスピード化を

図り、企業価値の向上を目指しております。 

 会社の対処すべき課題としては、競争力の高い製品開発、営業力の強化、原価低減、固定費の削減、財

務体質の強化及び管理体制の再構築であります。 

 これらを達成するための経営戦略としては、堅実経営の姿勢を堅持しつつも「攻め」の経営を前面に出

して、収益構造のさらなる改善を目指してまいります。 

 また、全社員の危機意識の共有化と目標の明確化により、共通の目標に向かってベクトルを合わせ、コ

ミュニケーションを重視した組織力の強化を目指してまいります。 

 当社グループは、安定的な収益力の指標として経常利益率を重視しておりますが、特定の経営指標を過

度に意識することなく、総合的なバランスのとれた経営を目指しております。 

 技術優先のメーカーとして国内外にご信頼をいただいております「KATO」ブランドをさらに確固たるも

のにするため、積極的な事業展開を図ってまいる所存であります。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行っておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループは、荷役機械、建設機械およびその他産業機械の新技術、新製品の開発と新分野開拓のた

めの研究に重点をおき、積極的に研究開発活動を推進しております。 

 研究活動の中心課題は、電子・制御工学ならびに新素材等の最先端技術の導入による製品の効率化、多

機能化、環境保全および安全性の向上であります。当中間連結会計期間における研究開発費は総額４億９

百万円であり、研究開発活動は次のとおりであります。 

(1) 荷役機械事業 

クレーンでは、ラインアップ充実のため、平成15年ディーゼル特殊自動車排出ガス規制に対応し、ラ

フテレーンクレーンでは初の新機構３段スーパーラフィングジブ(SLジブ)を採用したMR-350SL及び新規

設計の左キャブを搭載した輸出仕様の55トン吊りトラッククレーンNK-550VRの２機種を新規開発しまし

た。さらに、次期排出ガス規制への対応およびラインアップの充実を図るべく、引き続き開発中であり

ます。 

(2) 建設機械事業 

パワーショベルでは、市場ニーズの多様化対応の一環として、アタッチメントメーカーと共同で、ツ

ーピースブーム、特殊アタッチメント用配管仕様等のフロントアタッチメントを開発しました。なお一

層の充実を図るべく、機種ごとのシリーズ化を推進中であります。また、「特定特殊自動車排出ガスの

規制等に関する法律」に基づくパワーショベルを開発中であります。 

(3) その他の事業 

その他産業機械としては、国内最大級の空港用大型自走式除雪車を開発中であります。また、顧客ニ

ーズの多様化に対応するため、万能吸引車マルチバックのシリーズ化を引き続き拡充中であります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 在外子会社 

当中間連結会計期間において、100％子会社加藤(中国)工程机械有限公司が操業を開始し、営業上の

取引を行い、連結子会社となりましたので、下記の設備が当社グループの主要な設備となりました。 

  

 
(注) 1 面積のうち(  )内は連結会社以外からの賃借設備で内数であります。 

2 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

前連結会計年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。また、当中

間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  

会社名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメント 
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)

従業員数 
(名)建物及び 

構築物

機械装置 
及び 
運搬具

土地
その他 合計

(面積㎡) 金額

加藤(中国)工程机械
有限公司 
(中国江蘇省昆山市)

建設機械 生産設備 299 135
(66,373)

64 20 520 33
66,373



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 234,000,000

計 234,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 58,717,936 58,717,936
東京証券取引所
市場第一部

―

計 58,717,936 58,717,936 ― ―



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

 
２  フィデリティ投信株式会社（住所 東京都港区虎ノ門４－３－１城山トラストタワー）から平成18年10月13

日付(報告義務発生日 平成18年９月30日)で所有株式数3,321千株、発行済株式総数に対する所有株式数の割

合5.66％の株式を所有している旨の大量保有報告書の提出を受けておりますが、当中間会計期間末時点にお

ける実質所有株式数の確認ができておりませんので、上記「大株主の状況」に含めておりません。 

  

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成18年９月30日 ― 58,717 ― 2,935 ― 7,109

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２―11―３ 3,487 5.93

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１―13―１ 3,263 5.55

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１―６―６ 2,967 5.05

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２―２―１ 2,866 4.88

株式会社藤和 東京都品川区東大井１―９―37 2,641 4.49

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１―８―11 1,710 2.91

クレディエットバンク エスエ
イ ルクセンブルジョワーズ－シ
リウス ファンド－ジャパン オ
パチュニティズ サブ ファンド 
(常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行 兜町証券決済業
務室)

43 BOULEVARD ROYAL L-2955 LUXEMBOURG
(東京都中央区日本橋兜町６－７)

1,617 2.75

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１―１―５ 1,483 2.52

加 藤 正 雄 東京都品川区 1,230 2.09

加  藤 ヨシ子 東京都世田谷区 1,224 2.08

計 ― 22,491 38.30

  日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 2,522千株

  日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 1,330千株



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が6,000株(議決権６個)含ま

れております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式960株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 75,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

58,131,000
58,131 ―

単元未満株式  
普通株式 511,936 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 58,717,936 ― ―

総株主の議決権 ― 58,131 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社加藤製作所

東京都品川区東大井
１―９―37

75,000 ─ 75,000 0.12

計 ― 75,000 ─ 75,000 0.12

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 507 500 460 466 515 510

最低(円) 459 400 333 405 450 434



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等

規則に基づいて作成しております。 

  

(3) 当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、初めて中間連結財務諸表を作

成しているため、以下に掲げる中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書及び中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書については前中間連結会計期間及び前連結会計年度との対比は行っておりません。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)

及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表について、麴町監査法

人により中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

構成比 

(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 10,812

 ２ 受取手形
※２ 

※４
22,545

 ３ 売掛金 10,874

 ４ たな卸資産 10,201

 ５ 繰延税金資産 1,061

 ６ その他 ※３ 254

   貸倒引当金 △212

   流動資産合計 55,536 83.9

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産
※１ 

※２

  (1) 建物及び構築物 2,336

  (2) 機械装置及び運搬具 901

  (3) 土地 2,545

  (4) その他 239 6,023 9.1

 ２ 無形固定資産 147 0.2

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 1,229

  (2) 信託受益権等 1,580

  (3) 破産更正債権等 2,517

  (4) 繰延税金資産 631

  (5) その他 1,010

   貸倒引当金 △2,509 4,459 6.8

   固定資産合計 10,630 16.1

   資産合計 66,166 100.0



当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

構成比 

(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※４ 13,473

 ２ 買掛金 4,141

 ３ 短期借入金 ※２ 8,319

 ４ 未払法人税等 808

 ５ 未払費用 331

 ６ 割賦販売前受利息 1,314

 ７ 賞与引当金 407

 ８ 製品保証引当金 274

 ９ その他 196

   流動負債合計 29,267 44.2

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 5,998

 ２ 退職給付引当金 1,996

 ３ 役員退職慰労引当金 499

 ４ その他 67

   固定負債合計 8,562 13.0

   負債合計 37,829 57.2

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 2,935 4.4

 ２ 資本剰余金 7,109 10.7

 ３ 利益剰余金 17,609 26.6

 ４ 自己株式 △15 △0.0

   株主資本合計 27,639 41.7

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価差額金 597 0.9

 ２ 為替換算調整勘定 99 0.2

   評価・換算差額等合計 697 1.1

   純資産合計 28,337 42.8

   負債純資産合計 66,166 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

百分比 

(％)

Ⅰ 売上高 24,082 100.0

Ⅱ 売上原価 20,007 83.1

   売上総利益 4,074 16.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 販売手数料 93

 ２ 支払運賃 470

 ３ 給料諸手当 619

 ４ 賞与引当金繰入額 202

 ５ 退職給付費用 22

 ６ 旅費及び交通費 122

 ７ 減価償却費 25

 ８ その他 1,010 2,566 10.6

   営業利益 1,508 6.3

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 10

 ２ 割賦販売受取利息 182

 ３ 受取配当金 5

 ４ 為替差益 20

 ５ その他 19 237 1.0

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 104

 ２ たな卸資産評価損 5

 ３ 債権信託費用 25

 ４ その他 23 159 0.7

   経常利益 1,586 6.6

Ⅵ 特別利益

 １ 貸倒引当金戻入益 144

 ２ その他 0 144 0.6

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損・除却損 ※１ 2 2 0.0

   税金等調整前中間純利益 1,728 7.2

   法人税、住民税及び事業税 743

   法人税等調整額 △2 740 3.1

   中間純利益 987 4.1



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 
  

 
(注) １ 当中間連結会計年度より中間連結財務諸表を作成しておりますので、期首の残高を記載しております。 

２ 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(注１) 
                     (百万円)

2,935 7,109 16,945 △12 26,977

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注２) △293 △293

 役員賞与(注２) △30 △30

 中間純利益 987 987

 自己株式の取得 △2 △2

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

─

中間連結会計期間中の変動額合計 
                     (百万円)

─ ─ 664 △2 662

平成18年９月30日残高 
           (百万円)

2,935 7,109 17,609 △15 27,639

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

為替換算調整勘定 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(注１) 
           (百万円)

699 83 783 27,760

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注２) △293

 役員賞与(注２) △30

 中間純利益 987

 自己株式の取得 △2

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△102 16 △86 △86

中間連結会計期間中の変動額合計 
                     (百万円)

△102 16 △86 576

平成18年９月30日残高 
           (百万円)  

597 99 697 28,337



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前中間純利益 1,728

 ２ 減価償却費 167

 ３ 貸倒引当金の減少額  △177

 ４ 退職給付引当金の減少額 △40

 ５ 役員退職慰労引当金の増加額 0

 ６ 受取利息及び受取配当金 △15

 ７ 支払利息 104

 ８ 為替差益 △35

 ９ 割賦販売前受利息の増加額 163

 10 固定資産売却損・除却損 2

 11 売上債権の増加額 △645

 12 たな卸資産の増加額 △421

 13 仕入債務の増加額 842

 14 未払費用の増加額 47

 15 その他 179

    小計 1,901

 16 利息及び配当金の受取額 15

 17 利息の支払額 △124

 18 法人税等の支払額 △999

   営業活動によるキャッシュ・フロー 792

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 有形固定資産の取得による支出 △327

 ２ 有形固定資産売却による収入 0

 ３ 無形固定資産の取得による支出 △1

 ４ 投資有価証券の売却による収入 0

   投資活動によるキャッシュ・フロー △328



 

  

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純増加額 △1,500

 ２ 長期借入れによる収入 2,700

 ３ 長期借入金の返済による支出 △1,196

 ４ 自己株式の取得による支出 △2

 ５ 配当金の支払額 △293

   財務活動によるキャッシュ・フロー △291

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 10

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 182

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 10,630

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末残高 10,812



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 １社 

 連結子会社名：加藤(中国)工程机械有限公司

２ 持分法の適用に関する事項 持分法適用の非連結子会社及び関連会社はありません。 

 持分法を適用しない関連会社名：光陽精機㈱、大成実業㈱ 

 持分法非適用会社は、それぞれ中間純利益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分

法の適用から除外しております。

３ 連結子会社の中間決算日等に関する事

項

 連結子会社加藤(中国)工程机械有限公司の中間決算日は６月30日

であります。中間連結財務諸表の作成にあたっては、中間連結決算

日(９月30日)現在で実施した中間仮決算に基く中間財務諸表を使用

しております。

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

 

① 有価証券

  その他有価証券

   時価のあるもの 中間連結決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定)

   時価のないもの 移動平均法による原価法

② たな卸資産

   製品及び商品・仕掛品：個別原価法 

   材        料：最終仕入原価法

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方

法

 

① 有形固定資産

 当社は主として定率法(ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物(附属設備は除く)は定額法)を採用し、在外連結子会社は主

として定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

 建物 ７～50年

 構築物 ７～50年

 機械及び装置 ５～11年

 車輌運搬具 ４～６年

 工具器具備品 ２～15年

② 無形固定資産

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法によっております。

 (3) 重要な外貨建の資産及び負債の本邦

通貨への換算基準

 外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

 なお、在外子会社等の資産及び負債並びに収益及び費用は中間連

結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の

部における為替換算調整勘定に含めております。



 
  

  

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

 (4) 重要な引当金の計上基準 ① 貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

 従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち、当中間

連結会計期間に負担すべき費用の見積額を計上しております。

③ 製品保証引当金

 製品の売上高に対する保証費用の発生に備えるため、過去の経

験率に基づいて計上しております。

④ 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計期間末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間

末において発生していると認められる額を計上しております。

⑤ 役員退職慰労引当金

 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当中間連

結期末要支給額を計上しております。

 (5) 収益及び費用の計上基準  割賦売上高は一般売上高と同一の基準(販売基準)により販売価格

の総額を計上しております。 

 なお、割賦販売受取利息については、支払期日経過分に対応する

額を「割賦販売受取利息」として営業外収益に、支払期日未経過分

に対応する額を「割賦販売前受利息」として流動負債に計上してお

ります。

 (6) 重要なリース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。

 (7) 重要なヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法、手段及び対象

 借入金を対象とした金利スワップを採用しており、特例処理の

要件を満たしているので、特例処理を採用しております。

② ヘッジ方針

 金利リスクの低減並びに金融収支改善のため、実需に伴う取引

に限定して実施することとしており、売買益を目的とした投機的

な取引は行わない方針としております。

 (8) その他中間連結財務諸表作成のため

の重要な事項

消費税等の会計処理

 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲

 手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日等が到

来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっておりま

す。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

 

 

 

 

 

 ※１  有形固定資産の減価償却累計額

10,552百万円

                        

 ※２  担保資産

     担保に供されてる資産

受取手形 13,259百万円

有形固定資産 112百万円

合計 13,371百万円

     上記担保資産に対する債務

短期借入金 7,911百万円

長期借入金 5,490百万円

合計 13,401百万円

 ※３  消費税等の表示

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、その差額を流動資産の「その他」に

含めて表示しております。

 ※４  中間連結期末日満期手形の会計処理

 当中間連結期末日が金融機関の休日であったため、満期日に決済が行われたものと

して処理しております。 

 当中間連結期末日満期手形は

受取手形 705百万円

支払手形 3,201百万円

 

  ５  割賦債権流動化による譲渡残高

受取手形 3,744百万円

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

 

 

※１ 固定資産売却損・除却損の内容は次のとおりです。

機械装置及び運搬具 2百万円

その他 0百万円

   計 2百万円



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加  4,913株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 
  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 58,717 ― ― 58,717

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 71,047 4,913 ― 75,960

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 293 5 平成18年３月31日 平成18年６月30日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月13日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 219 3.75 平成18年９月30日 平成18年12月８日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

 

１ 現金及び現金同等物の中間連結期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金

額の関係

現金及び預金勘定 10,812百万円

現金及び現金同等物 10,812百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間連結期末残高相当額

工具・器具・備品

取得価額相当額 177百万円

減価償却累計額相当額 130百万円

中間連結期末残高相当額 46百万円

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料中間連結期末残高が有形固定資産の中間連結

期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

 

 (2) 未経過リース料中間連結期末残高相当額

１年以内 37百万円

１年超 9百万円

合計 46百万円

 なお、未経過リース料中間連結期末残高相当額は、支払利子込み法により算定しており

ます。

 

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 21百万円

減価償却費相当額 21百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。



(有価証券関係) 

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

 １ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

 ２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

ヘッジ会計が適用されている金利スワップ取引以外は、該当事項はありません。 

  

区分
取得原価 
(百万円)

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

株式 222 1,226 1,003

内容
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券 
 非上場株式

3



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

(単位：百万円) 

 
(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な製品 

(1) 荷役機械…………建設用クレーン 

(2) 建設機械…………油圧ショベル、アースドリル 

(3) その他……………路面清掃車、万能吸収車 

  

【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分の主な国又は地域 

(1) アジア……………東アジア、東南アジア他 

(2) その他の地域……ヨーロッパ、中近東、アフリカ、オーストラリア他 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

荷役機械 建設機械 その他 計 消去又は全社 連結

売上高

(1) 外部顧客に対する 
売上高

15,526 8,198 356 24,082 24,082

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 15,526 8,198 356 24,082 ― 24,082

営業費用 14,290 7,979 303 22,574 ― 22,574

営業利益 1,235 219 53 1,508 ― 1,508

アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 2,555 2,883 5,439

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― 24,082

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％)

10.6 12.0 22.6



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

   １ １株当たり純資産額 

 
  

   ２ １株当たり中間純利益 

 
  

項目
当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

１株当たり純資産額 483.22円

１株当たり中間純利益 16.85円

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載
しておりません。

当中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

中間連結貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) 28,337

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) ―

普通株式に係る中間期末の純資産額(百万円) 28,337

普通株式の発行済株式数(千株) 58,717

普通株式の自己株式数(千株) 75

１株当たりの純資産額の算定に用いられた中間期末
の普通株式の数(千株)

58,641

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

中間純利益(百万円) 987

普通株式に帰属しない金額(百万円) ―

普通株式に係る中間純利益(百万円) 987

普通株式の期中平均株式数(千株) 58,644



(重要な後発事象) 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 9,886 10,295 9,999

 ２ 受取手形
※２
※４

22,563 22,545 21,872

 ３ 売掛金 10,035 10,886 10,864

 ４ たな卸資産 9,531 10,185 9,780

 ５ その他 ※３ 1,118 1,308 1,259

   貸倒引当金 △322 △212 △346

流動資産合計 52,813 84.2 55,009 83.2 53,428 82.6

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産
※１
※２

5,542 5,567 5,541

 ２ 無形固定資産 94 82 94

 ３ 投資その他の資産 6,842 7,967 8,153

   貸倒引当金 △2,573 △2,509 △2,553

固定資産合計 9,905 15.8 11,107 16.8 11,236 17.4

   資産合計 62,719 100.0 66,116 100.0 64,665 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※４ 10,247 13,473 12,299

 ２ 買掛金 3,869 4,128 4,473

 ３ 短期借入金 ※２ 12,148 8,319 9,513

 ４ 引当金 520 682 620

 ５ その他 1,586 2,650 2,654

流動負債合計 28,372 45.2 29,253 44.2 29,559 45.7

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 4,887 5,998 4,801

 ２ 退職給付引当金 2,083 1,996 2,037

 ３ 役員退職慰労引当金 490 499 498

 ４ その他 113 67 91

固定負債合計 7,574 12.1 8,562 13.0 7,428 11.5

   負債合計 35,946 57.3 37,816 57.2 36,987 57.2

(資本の部)

Ⅰ 資本金 2,935 4.7 ― ― 2,935 4.5

Ⅱ 資本剰余金

   資本準備金 7,109 ― 7,109

   資本剰余金計 7,109 11.3 ― ― 7,109 11.0

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 733 ― 733

 ２ 任意積立金 14,220 ― 14,220

 ３ 中間(当期)未処分 
   利益

1,289 ― 1,991

   利益剰余金計 16,243 25.9 ― ― 16,945 26.2

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

494 0.8 ― ― 699 1.1

Ⅴ 自己株式 △10 △0.0 ― ― △12 △0.0

   資本合計 26,772 42.7 ― ― 27,677 42.8

   負債・資本合計 62,719 100.0 ― ― 64,665 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ─ 2,935 4.4 ― ─

 ２ 資本剰余金

    資本準備金 ─ 7,109 ─

   資本剰余金合計 ― ─ 7,109 10.8 ― ─

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ─ 733 ─

  (2) その他利益剰余金

    研究積立金 ─ 1,460 ─

    別途積立金 ─ 13,760 ─

    繰越利益剰余金 ─ 1,718 ─

   利益剰余金合計 ― ─ 17,672 26.7 ― ─

 ４ 自己株式 ― ─ △15 △0.0 ― ─

   株主資本合計 ― ― 27,702 41.9 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― ─ 597 0.9 ― ─

   評価・換算差額等 
   合計

― ― 597 0.9 ― ―

   純資産合計 ― ― 28,300 42.8 ― ―

   負債純資産合計 ― ― 66,116 100.0 ― ―



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 18,985 100.0 24,082 100.0 41,697 100.0

Ⅱ 売上原価 15,956 84.0 20,007 83.1 34,819 83.5

   売上総利益 3,028 16.0 4,074 16.9 6,877 16.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 2,153 11.4 2,507 10.4 4,604 11.0

   営業利益 874 4.6 1,567 6.5 2,273 5.5

Ⅳ 営業外収益 ※１ 210 1.1 241 1.0 445 1.1

Ⅴ 営業外費用 ※２ 178 1.0 159 0.7 444 1.1

   経常利益 906 4.7 1,649 6.8 2,273 5.5

Ⅵ 特別利益 ※３ 0 0.0 144 0.6 28 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４ 6 0.0 2 0.0 14 0.0

   税引前中間(当期) 
   純利益

900 4.7 1,791 7.4 2,288 5.5

  法人税、住民税 
  及び事業税

287 743 959

  法人税等調整額 △68 219 1.1 △2 741 3.1 △200 758 1.8

   中間(当期)純利益 681 3.6 1,050 4.3 1,529 3.7

  前期繰越利益 608 ― 608

  中間配当額 ― ― 146

   中間(当期) 
   未処分利益

1,289 ― 1,991



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

利益
剰余金計

自己株式
株主資本
合  計

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

研究積立金別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高 
         (百万円)

2,935 7,109 733 1,460 12,760 1,991 16,945 △12 26,977

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △293 △293 △293

 利益処分による役員賞与 △30 △30 △30

 研究積立金の積立 ―

 別途積立金の積立 1,000 △1,000 ―

 中間純利益 1,050 1,050 1,050

 自己株式の取得 △2 △2

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額)

―

中間会計期間中の変動額合計 
         (百万円)

― ― ― ― 1,000 △272 727 △2 725

平成18年９月30日残高 
         (百万円)

2,935 7,109 733 1,460 13,760 1,718 17,672 △15 27,702

評価・換算差額等

純資産合計そ の 他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高 
         (百万円)

699 699 27,677

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △293

 利益処分による役員賞与 △30

 研究積立金の積立 ―

 別途積立金の積立 ―

 中間純利益 1,050

 自己株式の取得 △2

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額)

△102 △102 △102

中間会計期間中の変動額合計 
         (百万円)

△102 △102 622

平成18年９月30日残高 
         (百万円)

597 597 28,300



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

当中間会計期間より中間連結キャッシュ・フロー計算書を作成しているため、中間キャッシュ・フ

ロー計算書は作成しておりません。 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税引前中間(当期)純利益 900 2,288

 ２ 減価償却費 142 299

 ３ 貸倒引当金の減少額 △112 △108

 ４ 退職給付引当金の減少額 △45 △91

 ５ 役員退職慰労引当金の増加額 7 15

 ６ 受取利息及び受取配当金 △12 △18

 ７ 支払利息 143 291

 ８ 為替差益 △27 △5

 ９ 割賦販売前受利息の増加額 340 564

 10 固定資産廃売却損 6 11

 11 有形固定資産売却益 △0 △0

 12 売上債権の増加額 △1,320 △1,474

 13 たな卸資産の増加額 △458 △707

 14 仕入債務の増加額 2,739 5,395

 15 未払費用の増加額 32 149

 16 その他 △18 △554

    小計 2,316 6,055

 17 利息及び配当金の受取額 12 18

 18 利息の支払額 △143 △291

 19 法人税等の支払額 △82 △103

   営業活動によるキャッシュ・フロー 2,103 5,678

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 有形固定資産の取得による支出 △118 △264

 ２ 有形固定資産の売却による収入 0 0

 ３ 無形固定資産の取得による支出 △0 △14

 ４ 投資有価証券の取得による支出 ─ △431

 ５ その他 0 0

   投資活動によるキャッシュ・フロー △118 △711



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純減少額 △1,800 △3,280

 ２ 長期借入れによる収入 2,600 4,000

 ３ 長期借入金の返済による支出 △1,034 △3,675

 ４ 自己株式の取得による支出 △1 △3

 ５ 配当金の支払額 △146 △293

   財務活動によるキャッシュ・フロー △381 △3,252

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 0 1

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 1,603 1,716

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 8,282 8,282

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 9,886 9,999



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法 
 (1) たな卸資産 
   評価基準  原価法 
   評価方法 
    製品及び商品・仕掛品 
     個別原価法 
    原材料 
     最終仕入原価法

１ 資産の評価基準及び評価方法
 (1) たな卸資産

同左

１ 資産の評価基準及び評価方法 
 (1) たな卸資産

同左

 (2) 有価証券
   子会社株式及び関連会社株式
    移動平均法に基づく原価法
   その他有価証券
    時価のあるもの
     中間決算日の市場価格等

に基づく時価法
     (評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却
原価は移動平均法により
算定)

 (2) 有価証券
   子会社株式及び関連会社株式

同左
   その他有価証券
    時価のあるもの
     中間決算日の市場価格等

に基づく時価法
     (評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売
却原価は移動平均法によ
り算定)

(2) 有価証券
  子会社株式及び関連会社株式

同左
  その他有価証券
   時価のあるもの
    期末日の市場価格等に基

づく時価法
    (評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却
原価は移動平均法により
算定)

    時価のないもの 
     移動平均法による原価法

    時価のないもの
同左

   時価のないもの
同左

 

２ 固定資産の減価償却の方法
   有形固定資産  定率法
    ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物(建物附
属設備は除く)について
は、定額法によっている。

    なお、主な耐用年数は以下
のとおりである。
建物 ７～50年
構築物 ７～50年
機械及び装置 ５～11年
車両運搬具 ４～６年
工具器具備品 ２～15年

２ 固定資産の減価償却の方法
   有形固定資産  定率法
    ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物(建物附
属設備は除く)について
は、定額法によっておりま
す。

    なお、主な耐用年数は以下
のとおりであります。
建物 ７～50年
構築物 ７～50年
機械及び装置 ５～11年
車両運搬具 ４～６年
工具器具備品 ２～15年  

２ 固定資産の減価償却の方法
  有形固定資産  定率法
   ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物(建物附
属設備は除く)について
は、定額法によっている。

   なお、主な耐用年数は以下
のとおりである。
建物 ７～50年
構築物 ７～50年
機械及び装置 ５～11年
車両運搬具 ４～６年
工具器具備品 ２～15年

   無形固定資産  定額法
    なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内にお
ける利用可能期間(５年)に
基づく定額法によってい
る。

   無形固定資産  定額法
    なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内にお
ける利用可能期間(５年)に
基づく定額法によっており
ます。

  無形固定資産  定額法
   なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内にお
ける利用可能期間(５年)に
基づく定額法によってい
る。

３ 外貨建の資産及び負債の本邦通
貨への換算基準

   外貨建金銭債権は、中間期末
直近１カ月の平均直物為替相
場により円貨に換算し、換算
差額は損益として処理してい
る。

３ 外貨建の資産及び負債の本邦通
貨への換算基準

   外貨建金銭債権債務は、中間
決算日の直物為替相場により
円貨に換算し、換算差額は損
益として処理しております。 
(追加情報) 
なお、従来、外貨建金銭債権
は、中間期末直近１ヶ月の平
均直物為替相場により円貨に
換算し、換算差額は損益とし
て処理しておりましたが、当
中間決算より中間決算日の直
物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は損益として処
理しております。この結果、
経常利益及び税引前中間純利
益は９百万円増加しておりま
す。

３ 外貨建の資産及び負債の本邦通
貨への換算基準
  外貨建金銭債権は、期末直近
１カ月の平均直物為替相場に
より円貨に換算し、換算差額
は損益として処理している。

４ 引当金の計上基準
 (1) 貸倒引当金
   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について
は貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上し
ている。

４ 引当金の計上基準
 (1) 貸倒引当金
   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について
は貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上し
ております。

４ 引当金の計上基準 
 (1) 貸倒引当金
  債権の貸倒れによる損失に備
えるため、一般債権について
は貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権について
は個別に回収の可能性を検討
し、回収不能見込額を計上し
ている。



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (2) 賞与引当金
   従業員の賞与の支給に充てる

ため、過去の支給実績を勘案
し、当中間会計期間の負担す
べき費用の見積額を計上して
いる。

 (2) 賞与引当金
   従業員の賞与の支給に充てる

ため、過去の支給実績を勘案
し、当中間会計期間の負担す
べき費用の見積額を計上して
おります。

(2) 賞与引当金
  従業員の賞与の支給に充てる
ため、支給見込額のうち、当
期に負担すべき費用の見積額
を計上している。

 (3) 製品保証引当金
   製品の売上高に対する保証費

用の発生に備えるため、過去
の経験率に基づいて当中間会
計期間の負担額を計上してい
る。

 (3) 製品保証引当金
   製品の売上高に対する保証費

用の発生に備えるため、過去
の経験率に基づいて当中間会
計期間の負担額を計上してお
ります。

(3) 製品保証引当金
  製品の売上高に対する保証費
用の発生に備えるため、過去
の経験率に基づいて計上して
いる。

 (4) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上してい

る。

 (4) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。

 (4) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当事業年度末

において発生していると認め

られる額を計上している。

 (5) 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく当中

間会計期間末要支給額を計上

している。

 (5) 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく当中

間会計期間末要支給額を計上

しております。

 (5) 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく当期

末要支給額を計上している。

５ 収益及び費用の計上基準

  割賦売上高は一般売上高と同一

の基準(販売基準)により販売価

額の総額を計上している。

  なお、割賦販売受取利息につい

ては、支払期日経過分に対応す

る額を「割賦販売受取利息」と

して営業外収益に、支払期日未

経過分に対応する額を「割賦販

売前受利息」として流動負債の

「その他」に含めて表示してい

る。

５ 収益及び費用の計上基準

  割賦売上高は一般売上高と同一

の基準(販売基準)により販売価

額の総額を計上しております。

  なお、割賦販売受取利息につい

ては、支払期日経過分に対応す

る額を「割賦販売受取利息」と

して営業外収益に、支払期日未

経過分に対応する額を「割賦販

売前受利息」として流動負債の

「その他」に含めて計上してお

ります。

５ 収益及び費用の計上基準

  割賦売上高は一般売上高と同一

の基準(販売基準)により販売価

額の総額を計上している。

   割賦販売受取利息については、

支払期日経過分に対応する額を

「割賦販売受取利息」として営

業外収益に、支払期日未経過分

に対応する額を「割賦販売前受

利息」として流動負債に計上し

ている。

６ リース取引の会計処理の方法

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ている。

６ リース取引の会計処理の方法

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。

６ リース取引の会計処理の方法

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ている。



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

７ ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法、手段及び

対象

   借入金を対象とした金利スワ

ップを採用しており、特例処

理の要件を満たしているの

で、特例処理を採用してい

る。

７ ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法、手段及び

対象

   借入金を対象とした金利スワ

ップを採用しており、特例処

理の要件を満たしているの

で、特例処理を採用しており

ます。

７ ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法、手段及び

対象

   借入金を対象とした金利スワ

ップを採用しており、特例処

理の要件を満たしているの

で、特例処理を採用してい

る。

 (2) ヘッジ方針

   金利リスクの低減並びに金融

収支改善のため、実需に伴う

取引に限定して実施すること

としており、売買益を目的と

した投機的な取引は行わない

方針としている。

 (2) ヘッジ方針

   金利リスクの低減並びに金融

収支改善のため、実需に伴う

取引に限定して実施すること

としており、売買益を目的と

した投機的な取引は行わない

方針としております。

 (2) ヘッジ方針

   金利リスクの低減並びに金融

収支改善のため、実需に伴う

取引に限定して実施すること

としており、売買益を目的と

した投機的な取引は行わない

方針としている。

８ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

  手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日の到

来する流動性の高い、容易に換

金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負

わない短期的な投資。

８    ―――――― ８ キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲

  手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日の到

来する流動性の高い、容易に換

金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負

わない短期的な投資。

９ その他

  消費税等の会計処理の方法

   消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によってい

る。

９ その他

  消費税等の会計処理の方法

   消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によってお

ります。

９ その他 

  消費税等の会計処理の方法

   消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によってい

る。



会計方針の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」(企業

会計審議会 平成14年８月９日))及

び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」(企業会計基準委員会

平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号)を当中間会計期間か

ら適用している。 

 これによる損益に与える影響はな

い。

―――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年

８月９日))及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号)を適

用している。 

 これによる損益に与える影響はな

い。

―――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第５号 平成

17年12月９日)及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」(企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日)を

適用しております。これまでの資本

の部の合計に相当する金額は28,300

百万円であります。なお、当中間会

計期間における中間貸借対照表の純

資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間

財務諸表等規則により作成しており

ます。

――――――

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

(中間キャッシュ・フロー計算書) 

 前中間会計期間において営業活動によるキャッシュ・

フローの小計区分前の「その他」に含めて表示していた

「割賦販売前受利息の増加額」(前中間会計期間172百万

円)については、重要性が増したため、当中間会計期間

より区分掲記している。

――――――



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

項目
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の

減価償却累計額

 

10,364百万円

 

10,545百万円

 

10,431百万円

※２ 担保資産

   担保に供されて

いる資産

    受取手形 15,564百万円 13,259百万円 13,543百万円

    有形固定資産 114百万円 112百万円 113百万円

     合計 15,678百万円 13,371百万円 13,657百万円

   上記担保資産に

対する債務

    短期借入金 11,906百万円 7,911百万円 6,870百万円

    長期借入金 4,651百万円 5,490百万円 6,812百万円

     合計 16,557百万円 13,401百万円 13,682百万円

※３ 消費税等の表示

方法

仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、その差

額を流動資産の「その他」

に含めて表示している。

仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、その差

額を流動資産の「その他」

に含めて表示しておりま

す。

―

※４ 中間期末日満期

手形の会計処理

―

 

中間期末日が金融機関の休

日であったため、満期日に

決済が行われたものとして

処理しております。

  受取手形 705百万円

  支払手形 3,201百万円

―

 ５ 割賦債権流動化

による譲渡残高

― 
  

  受取手形 3,744百万円
 
  受取手形 4,530百万円



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加  4,913株 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 営業外収益の主

要項目

 

 

 

 

 

 

   受取利息 8百万円 6百万円 13百万円

   割賦販売
   受取利息

82百万円 182百万円 217百万円

   受取配当金 3百万円 5百万円 4百万円

   受取損害補填金 0百万円 0百万円 1百万円

   為替差益 99百万円 27百万円 170百万円

※２ 営業外費用の主

要項目

   支払利息 143百万円 104百万円 291百万円

   たな卸資産評価
損

0百万円 5百万円 65百万円

   債権信託費用 17百万円 25百万円 45百万円

※３ 特別利益の主要

項目

   貸倒引当金戻入
益

─百万円 144百万円 28百万円

※４ 特別損失の主要
項目

   固定資産売却損
   ・除却損

6百万円 2百万円 11百万円

 ５ 減価償却実施額

   有形固定資産 128百万円 147百万円 272百万円

   無形固定資産 13百万円 12百万円 27百万円

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 71,047 4,913 ― 75,960



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、当中間会計期間に係る「中間キャ

ッシュ・フロー」に関する注記につきましては、中間連結財務諸表の注記事項としております。 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 9,886百万円

現金及び現金同等物 9,886百万円

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 9,999百万円

現金及び現金同等物 9,999百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び中間期末

残高相当額

工具・ 
器具・備品 
(百万円)

取得価額
相当額

177

減価償却
累計額 
相当額

87

中間期末
残高 
相当額

90

１ リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び中間期末

残高相当額

工具・
器具・備品 
(百万円)

取得価額
相当額

177

減価償却
累計額 
相当額

130

中間期末
残高 
相当額

46
 

１ リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び期末残高

相当額

工具・ 
器具・備品 
(百万円)

取得価額
相当額

177

減価償却
累計額 
相当額

109

期末残高
相当額

68

なお、取得価額相当額

は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等

に占める割合が低いた

め、支払利子込み法に

より算定している。

なお、取得価額相当額

は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等

に占める割合が低いた

め、支払利子込み法に

より算定しておりま

す。

  なお、取得価額相当額

は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める

割合が低いため、支払

利子込み法により算定

している。

２ 未経過リース料中間期

末残高相当額

１年内 43百万円

１年超 46百万円

合計 90百万円

２ 未経過リース料中間期

末残高相当額

１年内 37百万円

１年超 9百万円

合計 46百万円

２ 未経過リース料期末残

高相当額

１年内 41百万円

１年超 26百万円

合計 68百万円

  なお、未経過リース料

中間期末残高相当額

は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等

に占める割合が低いた

め、支払利子込み法に

より算定している。

  なお、未経過リース料

中間期末残高相当額

は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等

に占める割合が低いた

め、支払利子込み法に

より算定しておりま

す。

  なお、未経過リース料

期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が

低いため、支払利子込

み法により算定してい

る。

３ 支払リース料及び減価

償却費相当額

  支払リース料

22百万円

  減価償却費相当額

22百万円

３ 支払リース料及び減価

償却費相当額

  支払リース料

21百万円

  減価償却費相当額

21百万円

３ 支払リース料及び減価

償却費相当額

  支払リース料

44百万円

  減価償却費相当額

44百万円

４ 減価償却費相当額の算

定方法

  リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零と

する定額法によってい

る。

４ 減価償却費相当額の算

定方法

  リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零と

する定額法によってお

ります。

４ 減価償却費相当額の算

定方法

  リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零と

する定額法によってい

る。



(有価証券関係) 

当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、当中間会計期間に係る「有価証

券」（子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは除く）に関する注記につきましては、中間連

結財務諸表の注記事項としております。 

  

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない有価証券 

  

 
  

当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度末(平成18年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない有価証券 

  

 
  

区分
取得原価
(百万円)

中間貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

株式 222 1,053 830

計 222 1,053 830

内容
中間貸借対照表計上額

(百万円)

(1) 子会社株式及び関連会社株式 568

(2) その他有価証券

    非上場株式 6

区分 
取得原価
(百万円)

貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

株式 222 1,398 1,175

計 222 1,398 1,175

内容
貸借対照表計上額
(百万円)

(1) 子会社株式及び関連会社株式 1,000

(2) その他有価証券

非上場株式 3



(デリバティブ取引関係) 

当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、当中間会計期間に係る「デリバテ

ィブ取引」に関する注記につきましては、中間連結財務諸表の注記事項としております。 

  

前中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

ヘッジ会計が適用されている金利スワップ取引以外は、該当事項なし。 

  

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

取引の状況に関する事項 

 借入金を対象とした金利スワップを採用し、金利リスクの低減並びに金融収支改善のため、実需に

伴う取引に限定して実施することとしており、売買益を目的とした投機的な取引は行わない方針とし

ている。 

 当社のデリバティブ取引は、ヘッジ会計における金利スワップの特例処理を適用している取引のみ

であり、取引の時価等に関する事項については、その記載を省略している。 

  

(持分法損益等) 

当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、前中間会計期間及び前事業年度の

み記載しております。 

  

前中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

利益基準及び剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略している。 

  

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

利益基準及び剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略している。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり中間(当期)純利益 

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 456.47円 482.60円 471.93円

１株当たり中間(当期)純利益 11.62円 17.92円 25.57円

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額について

は、潜在株式がないため記

載していない。

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜

在株式がないため記載して

おりません。

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額について

は、潜在株式がないため記

載していない。

前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) ― 28,300 ―

純資産の部の合計額から控除

する金額(百万円)
― ― ―

普通株式に係る中間期末の純

資産額(百万円)
― 28,300 ―

普通株式の発行済株式数(千

株)
― 58,717 ―

普通株式の自己株式数(千株) ― 75 ―

１株当たりの純資産額の算定

に用いられた中間期末の普通

株式の数(千株)

― 58,641 ―

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 681 1,050 1,529

普通株主に帰属しない金額

(百万円)
― ― 30

(うち利益処分による役員

賞与金)
(―) (―) (30)

普通株式に係る中間(当期)純

利益(百万円)
681 1,050 1,499

普通株式の期中平均株式数

(千株)
58,653 58,644 58,650



(重要な後発事象) 

前中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

該当事項なし。 

  

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項なし。 

  



(2) 【その他】 

平成18年11月13日開催の取締役会において第108期(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の

中間配当を次のとおり支払うことを決議いたしました。 

① 当社定款第36条の規定に基づき、平成18年９月30日の最終の株主名簿および実質株主名簿に記

載または記録された株主または登録株式質権者に対し中間配当金を支払う。 

② 中間配当金は１株につき金３円75銭で支払総額は２億１千９百万円とする。 

③ 支払請求権の効力発生日ならびに支払開始日は平成18年12月８日とする。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第107期)

自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日

平成18年６月30日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月20日

株式会社加藤製作所 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社加藤製作所の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期

間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社加藤製作所及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

麴町監査法人

 指定社員 
 業務執行社員

公認会計士  室  中  道  雄  ㊞

 指定社員 
 業務執行社員

公認会計士  林     克  年  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月21日

株式会社加藤製作所 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社加藤製作所の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第107期事業年度の中間会計期

間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社加藤製作所の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

麴町監査法人

 指定社員 
 業務執行社員

公認会計士  室  中  道  雄  ㊞

 指定社員 
 業務執行社員

公認会計士  林     克  年  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月20日

株式会社加藤製作所 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社加藤製作所の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第108期事業年度の中間会計期

間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社加藤製作所の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

麴町監査法人

 指定社員 
 業務執行社員

公認会計士  室  中  道  雄  ㊞

 指定社員 
 業務執行社員

公認会計士  林     克  年  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。
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